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甲第１号議案

　　　令和４年度沖縄県一般会計予算

　令和４年度沖縄県一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ860,620,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　（債務負担行為）

第２条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為をす

ることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。

　（地方債）

第３条　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表地方債」による。

　（一時借入金）

第４条　地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

70,000,000千円と定める。

　（歳出予算の流用）

第５条　地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を

流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　⑴ 　各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合にお

ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕
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第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 県 税 141,259,000  千円

１ 県 民 税 46,001,000

２ 事 業 税 35,772,000

３ 地 方 消 費 税 28,373,000

４ 不 動 産 取 得 税 4,195,000

５ 県 た ば こ 税 1,853,000

６ ゴ ル フ 場 利 用 税 794,000

７ 軽 油 引 取 税 7,119,000

８ 自 動 車 税 16,178,000

９ 鉱 区 税 7,000

10 狩 猟 税 2,000

11 石 油 価 格 調 整 税 915,000

12 産 業 廃 棄 物 税 50,000

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 61,321,132

１ 地 方 消 費 税 清 算 金 61,321,132

３ 地 方 譲 与 税 23,929,000

１ 特 別 法 人 事 業 譲 与 税 23,168,000

２ 地 方 揮 発 油 譲 与 税 470,000

３ 石 油 ガ ス 譲 与 税 11,000

４ 自 動 車 重 量 譲 与 税 82,000

５ 森 林 環 境 譲 与 税 31,000

６ 航 空 機 燃 料 譲 与 税 167,000

４ 市町村たばこ税県交付金 483,387

１ 市町村たばこ税県交付金 483,387

５ 地 方 特 例 交 付 金 511,000

１ 地 方 特 例 交 付 金 511,000

６ 地 方 交 付 税 220,200,000

１ 地 方 交 付 税 220,200,000

７ 交通安全対策特別交付金 356,900

１ 交通安全対策特別交付金 356,900
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款 項 金　　　　額

８ 分 担 金 及 び 負 担 金 676,647  千円

１ 分 担 金 70,932

２ 負 担 金 605,715

９ 使 用 料 及 び 手 数 料 14,913,752

１ 使 用 料 12,458,859

２ 手 数 料 121,946

３ 証 紙 収 入 2,332,947

10 国 庫 支 出 金 239,810,334

１ 国 庫 負 担 金 49,867,958

２ 国 庫 補 助 金 187,964,226

３ 委 託 金 1,978,150

11 財 産 収 入 2,509,483

１ 財 産 運 用 収 入 1,618,551

２ 財 産 売 払 収 入 890,932

12 寄 附 金 164,284

１ 寄 附 金 164,284

13 繰 入 金 42,068,301

１ 特 別 会 計 繰 入 金 170,532

２ 基 金 繰 入 金 41,897,769

14 繰 越 金 1

１ 繰 越 金 1

15 諸 収 入 73,955,379

１ 延滞金、加算金及び過料 269,156

２ 県 預 金 利 子 275

３ 公営企業貸付金元利収入 203,800

４ 貸 付 金 元 利 収 入 61,161,912

５ 受 託 事 業 収 入 1,102,066

６ 収 益 事 業 収 入 5,593,026

７ 利 子 割 精 算 金 収 入 1

８ 雑 入 5,625,143

16 県 債 38,461,400

１ 県 債 38,461,400

歳　　　　入　　　　合　　　　計 860,620,000
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款 項 金　　　　額

１ 議 会 費 1,434,776  千円

１ 議 会 費 1,434,776

２ 総 務 費 64,133,748

１ 総 務 管 理 費 22,551,045

２ 企 画 費 11,294,641

３ 徴 税 費 5,678,520

４ 市 町 村 振 興 費 19,256,511

５ 選 挙 費 1,276,045

６ 防 災 費 3,158,782

７ 統 計 調 査 費 535,945

８ 人 事 委 員 会 費 181,276

９ 監 査 委 員 費 200,983

３ 民 生 費 133,218,041

１ 社 会 福 祉 費 77,473,236

２ 児 童 福 祉 費 44,995,325

３ 生 活 保 護 費 10,703,126

４ 災 害 救 助 費 46,354

４ 衛 生 費 67,195,215

１ 公 衆 衛 生 費 23,698,536

２ 環 境 衛 生 費 2,075,697

３ 環 境 保 全 費 2,860,885

４ 保 健 所 費 2,502,881

５ 医 薬 費 28,466,747

６ 保 健 衛 生 費 7,590,469

５ 労 働 費 2,626,122

１ 労 政 費 1,400,650

２ 職 業 訓 練 費 1,090,702

３ 労 働 委 員 会 費 134,770

歳　　出
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款 項 金　　　　額

６ 農 林 水 産 業 費 50,334,305  千円

１ 農 業 費 18,004,574

２ 畜 産 業 費 2,416,492

３ 農 地 費 20,197,758

４ 林 業 費 1,676,823

５ 水 産 業 費 8,038,658

７ 商 工 費 121,713,572

１ 商 業 費 3,494,815

２ 工 鉱 業 費 69,306,852

３ 観 光 費 48,911,905

８ 土 木 費 74,015,550

１ 土 木 管 理 費 11,430,305

２ 道 路 橋 り ょ う 費 22,809,321

３ 河 川 海 岸 費 7,324,368

４ 港 湾 費 6,682,916

５ 都 市 計 画 費 12,161,566

６ 住 宅 費 9,694,502

７ 空 港 費 3,912,572

９ 警 察 費 36,449,668

１ 警 察 管 理 費 33,603,496

２ 警 察 活 動 費 2,846,172

10 教 育 費 173,281,271

１ 教 育 総 務 費 15,129,623

２ 小 学 校 費 55,537,692

３ 中 学 校 費 34,454,820

４ 高 等 学 校 費 43,238,726

５ 特 別 支 援 学 校 費 17,802,942

６ 社 会 教 育 費 3,487,353

７ 保 健 体 育 費 1,253,944

８ 大 学 費 2,376,171
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款 項 金　　　　額

11 災 害 復 旧 費 3,142,156  千円

１ 農林水産施設災害復旧費 2,182,407

２ 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 895,968

３ 教 育 施 設 災 害 復 旧 費 63,781

12 公 債 費 68,136,582

１ 公 債 費 68,136,582

13 諸 支 出 金 64,438,994

１ ゴルフ場利用税交付金 556,298

２ 自 動 車 取 得 税 交 付 金 191

３ 環 境 性 能 割 交 付 金 278,538

４ 公 営 企 業 費 387,755

５ 財 政 調 整 基 金 積 立 金 1,153

６ 県有施設整備基金積立金 919,398

７ 利 子 割 交 付 金 62,846

８ 配 当 割 交 付 金 360,980

９ 株式等譲渡所得割交付金 402,563

10 利 子 割 精 算 金 764

11 退 職 手 当 基 金 積 立 金 722

12 減 債 基 金 積 立 金 3,898

13 地 域 振 興 基 金 積 立 金 16

14 法 人 事 業 税 交 付 金 2,589,052

15 地 方 消 費 税 交 付 金 30,813,519

16 地 方 消 費 税 清 算 金 28,060,905

17 特 別 会 計 等 繰 出 金 396

14 予 備 費 500,000

１ 予 備 費 500,000

歳　　　　出　　　　合　　　　計 860,620,000
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事　　　　　　　項 期　　　間 限　　度　　額

　　  千円

公 有 財 産 管 理 費
（ 公 有 財 産 管 理 運 営 費 ）

令和５年度から
令和６年度まで

50,838

公 有 財 産 管 理 費
（公共施設マネジメント推進事業）

令和５年度 369,085

賦 課 徴 収 費
（ 県 税 収 納 委 託 事 業 ）

令和５年度 18,585

電 子 自 治 体 推 進 事 業 費
令和５年度から
令和９年度まで

1,306,183

通 信 対 策 事 業 費 令和５年度 324,000

医 師 確 保 対 策 事 業 令和５年度 医学臨床研修プログラム経費
に関する沖縄県とハワイ大学
との契約額20,725千円に為替
相場変動に伴う額を加えた額
を限度とする。

水 産 研 究 施 設 整 備 費 令和５年度 1,235,691

農 業 近 代 化 資 金 等 利 子 補 給 金
令和５年度から
令和22年度まで

34,479

経営体育成資金融通等利子補給金
令和５年度から
令和11年度まで

553

令和４年度に沖縄県農業協同組合及
び全国農地保有合理化協会が沖縄県
農業振興公社に融資したことによっ
て損害を受けた場合の損失補償　　

令和４年度から
令和13年度まで

沖縄県農業振興公社が事業
を行うため金融機関等から
資金を借り入れた場合の総額
198,685千円に約定利息と損失
が生じた場合の損失額及びそ
の利息を加えた額を限度とす
る。

第 ２ 表　債 務 負 担 行 為
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事　　　　　　　項 期　　　間 限　　度　　額

　　  千円

農 地 集 積 ・ 集 約 化 対 策 費
（ 所 有 者 不 明 農 地 ）

令和４年度から
令和23年度まで

沖縄県農業振興公社が事業を
行うため全国農地保有合理化
協会から資金を借り入れた場
合の総額1,926千円に約定利息
と損失が生じた場合の損失額
及びその利息を加えた額を限
度とする。　　　　　　　　

農 業 大 学 校 施 設 整 備 費 令和５年度 2,500,037

漁 業 近 代 化 資 金 利 子 補 給 金
令和５年度から
令和24年度まで

58,414

漁業災害対策特別資金利子助成金
令和５年度から
令和11年度まで

309

県 融 資 制 度 損 失 補 償
令和４年度から
令和23年度まで

486,108

機 械 類 貸 与 事 業 損 失 補 償
令和５年度から
令和16年度まで

53,200

公 共 職 業 能 力 開 発 事 業 費
令和５年度から
令和６年度まで

79,167

コ ン ベ ン シ ョ ン 振 興 対 策 費 令和５年度 218,900

施 設 設 備 整 備 費 令和５年度 82,964

道 路 メ ン テ ナ ン ス 事 業 令和５年度 120,000

沖縄振興公共投資交付金事業費 令和５年度 156,200

道 路 新 設 改 良 費 （ 港 湾 課 ） 令和５年度 2,012,496

社会資本整備総合交付金（河川）
（ 国 場 川 ）

令和５年度 289,000

都 市 モ ノ レ ー ル 建 設 推 進 費 令和５年度 162,000
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事　　　　　　　項 期　　　間 限　　度　　額

　　  千円

首 里 城 復 興 基 金 事 業
令和５年度から
令和６年度まで

840,000

公 営 住 宅 建 設 費
（ 南 風 原 第 ２ 団 地 ３ 期 ）

令和５年度 1,033,320

公 営 住 宅 建 設 費
（ 松 川 団 地 １ 期 ）

令和５年度から
令和６年度まで

1,578,000

企 画 管 理 費
（ 教 育 情 報 化 推 進 事 業 ）

令和５年度から
令和９年度まで

233,730

人 材 育 成 推 進 費
（ 県 外 進 学 大 学 生 支 援 事 業 ）

令和５年度から
令和10年度まで

92,400

中学校教育用設備整備費（ＩＣＴ）
令和５年度から
令和９年度まで

18,676

教育用コンピュータ整備事業費
（ 高 等 学 校 ・ 特 別 支 援 学 校 ）

令和５年度から
令和９年度まで

1,249,750

施 設 整 備 費 （ 特 別 支 援 学 校 ） 令和５年度 171,512

情 報 管 理 費
令和５年度から
令和10年度まで

601,125

警 察 施 設 費
令和５年度から
令和６年度まで

2,959,544

運 転 免 許 費
令和５年度から
令和10年度まで

1,142,681

通 信 指 令 活 動 費
令和５年度から
令和９年度まで

1,912,290
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起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

千円

庁 舎 整 備 事 業 1,173,700 (借入方法)

証書借入又

は証券発行

による。

発行価格が

額面金額を

下回るとき

は、その発

行差額をう

めるため必

要な金額を

これに加算

した金額と

することが

できる。

(借入時期)

令和４年度｡

ただし、事

業その他の

都合により､

その一部又

は全部を後

年度に繰り

延べて起債

することが

できる。

年５％以内

（ ただし、

利率見直し

方式で借り

入れる資金

について、

利率の見直

しを行った

後において

は、当該見

直し後の利

率）

償還期間は、据置期間

を含め30年以内とする。

償還方法は、元利均等、

元金均等等による。

ただし、財政の都合に

より､据置期間中であっ

ても繰上償還し、償還

年限を変更し、又は借

り換えることができる。

沖縄振興特別推進交付金事業 525,300

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 353,700

那 覇 空 港 整 備 促 進 事 業 費 93,500

通 信 施 設 改 修 事 業 85,600

公共施設等適正管理推進事業
（ 長 寿 命 化 事 業 ）

763,100

総 合 福 祉 セ ン タ ー
管 理 運 営 事 業

230,200

社 会 福 祉 施 設 整 備 事 業 93,800

防 災 ・ 減 災 ・ 国 土 強 靱 化
緊 急 対 策 事 業

32,000

施 設 整 備 事 業 
（ 一 般 財 源 化 分 ）

161,300

一 般 事 業
（ 児 童 相 談 所 整 備 事 業 ）

60,600

身体障害者更生相談所運営費 4,500

保 健 所 施 設 整 備 事 業 5,700

地 域 活 性 化 事 業 1,997,200

公 共 事 業 等 11,477,000

公共施設等適正管理推進事業
（ 除 却 事 業 ）

438,000

優 良 乳 用 牛 育 成 供 給 事 業 85,100

八 重 山 家 畜 保 健 衛 生 所
焼 却 施 設 整 備 事 業

127,400

緊急自然災害防止対策事業 1,302,700

漁 業 調 査 船 代 船 建 造 事 業 616,600

第 ３ 表　地 方 債
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起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

千円

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 525,900

県 営 住 宅 建 設 事 業 1,769,300

県 単 道 路 整 備 事 業 467,300

県 単 河 川 等 整 備 事 業 123,400

県 単 離 島 空 港 整 備 事 業 94,000

交 通 事 業 90,700

防 災 対 策 事 業 1,845,000

警 察 庁 舎 等 施 設 整 備 事 業 133,000

交 通 安 全 施 設 整 備 事 業 5,700

一 般 補 助 施 設 整 備 等 事 業 57,900

青 少 年 教 育 施 設 整 備 事 業 574,900

学 校 教 育 施 設 等 整 備 事 業 562,400

臨 時 高 等 学 校 改 築 等 事 業 647,000

看護大学施設設備補助金事業 3,500

災 害 復 旧 事 業 719,400

臨 時 財 政 対 策 債 11,215,000

合　　　　計 38,461,400



特　　別　　会　　計



－ 13 －

甲第２号議案

　　　令和４年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

　令和４年度沖縄県農業改良資金特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ46,217千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 14 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 入 金 132　千円

1 一 般 会 計 繰 入 金 132

２ 繰 越 金 35,061

１ 繰 越 金 35,061

３ 諸 収 入 11,024

１ 貸 付 金 元 利 収 入 8,984

２ 雑 入 2,040

歳　　　入　　　合　　　計 46,217

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 農 林 水 産 業 費 33,479　千円

1 農 業 費 33,479

２ 公 債 費 8,492

1 公 債 費 8,492

３ 繰 出 金 4,246

1 繰 出 金 4,246

歳　　　出　　　合　　　計 46,217



－ 15 －

甲第３号議案

　　　令和４年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

　令和４年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ141,203千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 16 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 越 金 26,250　千円

1 繰 越 金 26,250

２ 諸 収 入 114,953

１ 貸 付 金 元 利 収 入 114,953

歳　　　入　　　合　　　計 141,203

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 商 工 費 26,250　千円

１ 商 業 費 26,250

２ 公 債 費 114,953

１ 公 債 費 114,953

歳　　　出　　　合　　　計 141,203



－ 17 －

甲第４号議案

　　　令和４年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

　令和４年度沖縄県中小企業振興資金特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ400,135千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 18 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 越 金 210,745　千円

1 繰 越 金 210,745

２ 諸 収 入 189,390

１ 貸 付 金 元 利 収 入 189,390

歳　　　入　　　合　　　計 400,135

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 中 小 企 業 振 興 費 400,135　千円

１ 中 小 企 業 振 興 費 400,135

歳　　　出　　　合　　　計 400,135



－ 19 －

甲第５号議案

　　　令和４年度沖縄県下地島空港特別会計予算

　令和４年度沖縄県下地島空港特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ1,019,591千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　（地方債）

第２条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすことがで

きる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表地方

債」による。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 20 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 使 用 料 及 び 手 数 料 63,068　千円

1 使 用 料 63,068

２ 国 庫 支 出 金 589,500

１ 国 庫 補 助 金 589,500

３ 財 産 収 入 5,397

１ 財 産 運 用 収 入 5,395

２ 財 産 売 払 収 入 2

４ 繰 入 金 302,091

１ 一 般 会 計 繰 入 金 302,091

５ 繰 越 金 1

１ 繰 越 金 1

６ 諸 収 入 634

１ 雑 入 634

７ 県 債 58,900

１ 県 債 58,900

歳　　　入　　　合　　　計 1,019,591

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 土 木 費 1,014,106　千円

１ 空 港 費 1,014,106

２ 公 債 費 5,485

１ 公 債 費 5,485

歳　　　出　　　合　　　計 1,019,591



－ 21 －

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

千円

下 地 島 空 港 整 備 事 業 58,900 （借入方法)

証書借入又

は証券発行

による。

発行価格が

額面金額を

下回るとき

は、その発

行差額をう

めるため必

要な金額を

これに加算

した金額と

することが

できる。

(借入時期)

令和４年度｡

ただし、事

業その他の

都合により､

その一部又

は全部を後

年度に繰り

延べて起債

することが

できる。

年５％以内

（ただし、

利率見直し

方式で借り

入れる資金

について、

利率の見直

しを行った

後において

は、当該見

直し後の利

率）

償還期間は、据置期間

を含め30年以内とする。

償還方法は、元利均等、

元金均等等による。

ただし、財政の都合に

より､据置期間中であっ

ても繰上償還し、償還

年限を変更し、又は借

り換えることができる。

合　　　　計 58,900

第 ２ 表　地 方 債
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甲第６号議案

　　　令和４年度沖縄県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算

　令和４年度沖縄県母子父子寡婦福祉資金特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ187,904千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　（地方債）

第２条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすことがで

きる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表地方

債」による。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 23 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 入 金 8,116　千円

１ 一 般 会 計 繰 入 金 8,116

２ 繰 越 金 60,907

１ 繰 越 金 60,907

３ 諸 収 入 106,681

１ 貸 付 金 元 利 収 入 105,282

２ 雑 入 1,399

４ 県 債 12,200

１ 県 債 12,200

歳　　　入　　　合　　　計 187,904

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 民 生 費 187,904　千円

１ 母 子 父 子 寡 婦 福 祉 費 187,904

歳　　　出　　　合　　　計 187,904



－ 24 －

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

千円

母子父子寡婦福祉資金貸付金 12,200  証書借入  無利子 母子及び父子並びに寡

婦福祉法（昭和39年法

律第129号）に定める

ところによる。

合　　　　計 12,200

第 ２ 表　地 方 債
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甲第７号議案

　　　令和４年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

　令和４年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ182,775千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 26 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 財　 産　 収　 入 21,837　千円

１ 財 産 運 用 収 入 21,837

２ 繰 越 金 160,491

１ 繰 越 金 160,491

３ 諸 収 入 447

１ 雑 入 447

歳　　　入　　　合　　　計 182,775

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 土 地 管 理 業 務 費 28,454　千円

１ 土 地 管 理 業 務 費 28,454

２ 予 備 費 154,321

１ 予 備 費 154,321

歳　　　出　　　合　　　計 182,775



－ 27 －

甲第８号議案

　　　令和４年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

　令和４年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ31,266千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 28 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 越 金 28,008　千円

１ 繰 越 金 28,008

２ 諸 収 入 3,258

１ 県 預 金 利 子 4

２ 貸 付 金 元 利 収 入 2,688

３ 雑 入 566

歳　　　入　　　合　　　計 31,266

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 農 林 水 産 業 費 31,266　千円

１ 水 産 業 費 31,266

歳　　　出　　　合　　　計 31,266



－ 29 －

甲第９号議案

　　　令和４年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

　令和４年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ481,148千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　（地方債）

第２条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすことがで

きる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表地方

債」による。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 30 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 使 用 料 及 び 手 数 料 223,529　千円

１ 使 用 料 223,529

２ 国 庫 支 出 金 34,641

１ 国 庫 補 助 金 34,641

３ 繰 入 金 84,256

１ 一 般 会 計 繰 入 金 84,256

４ 繰 越 金 1

１ 繰 越 金 1

５ 諸 収 入 69,521

１ 雑 入 69,521

６ 県 債 69,200

１ 県 債 69,200

歳　　　入　　　合　　　計 481,148

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 中 央 卸 売 市 場 事 業 費 467,425　千円

１ 中 央 卸 売 市 場 事 業 費 467,425

２ 公 債 費 13,723

１ 公 債 費 13,723

歳　　　出　　　合　　　計 481,148



－ 31 －

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

千円

中 央 卸 売 市 場 活 性 化

事 業 施 設 整 備 費

69,200 （借入方法)

証書借入又

は証券発行

による。

発行価格が

額面金額を

下回るとき

は、その発

行差額をう

めるため必

要な金額を

これに加算

した金額と

することが

できる。

(借入時期)

令和４年度｡

ただし、事

業その他の

都合により､

その一部又

は全部を後

年度に繰り

延べて起債

することが

できる。

年５％以内

（ただし、

利率見直し

方式で借り

入れる資金

について、

利率の見直

しを行った

後において

は、当該見

直し後の利

率）

償還期間は、据置期間

を含め30年以内とする。

償還方法は、元利均等、

元金均等等による。

ただし、財政の都合に

より､据置期間中であっ

ても繰上償還し、償還

年限を変更し、又は借

り換えることができる。

合　　　　計 69,200

第 ２ 表　地 方 債
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甲第10号議案

　　　令和４年度沖縄県林業・木材産業改善資金特別会計予算

　令和４年度沖縄県林業・木材産業改善資金特別会計の予算は、次に定めるところによ 

る。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ15,800千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 33 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 入 金 560　千円

１ 一 般 会 計 繰 入 金 560

２ 繰 越 金 15,000

１ 繰 越 金 15,000

３ 諸 収 入 240

１ 雑　　　　　　　　 入 240

歳　　　入　　　合　　　計 15,800

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 農 林 水 産 業 費 15,800　千円

１ 林 業 費 15,800

歳　　　出　　　合　　　計 15,800



－ 34 －

甲第11号議案

　　　令和４年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業

　　　特別会計予算

　令和４年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計の予算は、次に定

めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ415,381千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 35 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 財 産 収 入 415,378　千円

１ 財 産 運 用 収 入 57,788

２ 財 産 売 払 収 入 357,590

２ 繰 越 金 1

１ 繰 越 金 1

３ 諸 収 入 2

１ 雑 入 2

歳　　　入　　　合　　　計 415,381

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 商 工 費 144,783　千円

１ 工 鉱 業 費 144,783

２ 公 債 費 270,598

１ 公 債 費 270,598

歳　　　出　　　合　　　計 415,381



－ 36 －

甲第12号議案

　　　令和４年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

　令和４年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ513,401千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ 

る。

　（地方債）

第２条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすことがで

きる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表地方

債」による。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 37 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 使 用 料 及 び 手 数 料 189,472　千円

１ 使 用 料 189,472

２ 財 産 収 入 18

１ 財 産 運 用 収 入 18

３ 繰 入 金 120,652

１ 一 般 会 計 繰 入 金 120,652

４ 県 債 203,259

１ 県 債 203,259

歳　　　入　　　合　　　計 513,401

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 土 木 費 181,041　千円

１ 港 湾 費 181,041

２ 公 債 費 332,360

１ 公 債 費 332,360

歳　　　出　　　合　　　計 513,401



－ 38 －

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

千円

宜 野 湾 港 施 設 整 備 事 業 97,800 （借入方法)

証書借入又

は証券発行

による。

発行価格が

額面金額を

下回るとき

は、その発

行差額をう

めるため必

要な金額を

これに加算

した金額と

することが

できる。

(借入時期)

令和４年度｡

ただし、事

業その他の

都合により､

その一部又

は全部を後

年度に繰り

延べて起債

することが

できる。

年５％以内

（ただし、

利率見直し

方式で借り

入れる資金

について、

利率の見直

しを行った

後において

は、当該見

直し後の利

率）

償還期間は、据置期間

を含め40年以内とする。

償還方法は、元利均等、

元金均等等による。

ただし、財政の都合に

より､据置期間中であっ

ても繰上償還し、償還

年限を変更し、又は借

り換えることができる。

合　　　　計 97,800

第 ２ 表　地 方 債



－ 39 －

甲第13号議案

　　　令和４年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区

　　　特別会計予算

　令和４年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ513,874千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 40 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 使 用 料 及 び 手 数 料 333,473　千円

１ 使 用 料 333,473

２ 繰 越 金 1

１ 繰 越 金 1

３ 諸 収 入 98,349

１ 延滞金、加算金及び過料 1

２ 雑 入 98,348

４ 県 債 82,051

１ 県 債 82,051

歳　　　入　　　合　　　計 513,874

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 商 工 費 419,739　千円

１ 商 業 費 419,739

２ 公 債 費 94,135

１ 公 債 費 94,135

歳　　　出　　　合　　　計 513,874



－ 41 －

甲第14号議案

　　　令和４年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

　令和４年度沖縄県産業振興基金特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ119,271千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 42 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 財 産 収 入 64,375　千円

１ 財 産 運 用 収 入 64,375

２ 繰 越 金 54,896

１ 繰 越 金 54,896

歳　　　入　　　合　　　計 119,271

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 産 業 振 興 費 119,271　千円

１ 産 業 振 興 費 119,271

歳　　　出　　　合　　　計 119,271



－ 43 －

甲第15号議案

　　　令和４年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

　令和４年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計の予算は、次に定めるところ

による。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ209,754千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 44 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 使 用 料 及 び 手 数 料 176,472　千円

１ 使 用 料 176,472

２ 繰 入 金 30,353

１ 一 般 会 計 繰 入 金 30,353

３ 繰 越 金 2,929

１ 繰 越 金 2,929

歳　　　入　　　合　　　計 209,754

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 土 木 費 69,978　千円

１ 港 湾 費 69,978

２ 公 債 費 139,776

１ 公 債 費 139,776

歳　　　出　　　合　　　計 209,754



－ 45 －

甲第16号議案

　　　令和４年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

　令和４年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ192,773千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　（地方債）

第２条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすことがで

きる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表地方

債」による。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 46 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 使 用 料 及 び 手 数 料 82,878　千円

１ 使 用 料 82,878

２ 財 産 収 入 14

１ 財 産 運 用 収 入 14

３ 繰 入 金 25,283

１ 一 般 会 計 繰 入 金 25,283

４ 繰 越 金 67,498

１ 繰 越 金 67,498

５ 県 債 17,100

１ 県 債 17,100

歳　　　入　　　合　　　計 192,773

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 土 木 費 102,299　千円

１ 港 湾 費 102,299

２ 公 債 費 90,474

１ 公 債 費 90,474

歳　　　出　　　合　　　計 192,773



－ 47 －

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

千円

中 城 湾 港 マ リ ン ・ タ ウ ン

整 備 事 業

17,100 （借入方法)

証書借入又

は証券発行

による。

発行価格が

額面金額を

下回るとき

は、その発

行差額をう

めるため必

要な金額を

これに加算

した金額と

することが

できる。

(借入時期)

令和４年度｡

ただし、事

業その他の

都合により､

その一部又

は全部を後

年度に繰り

延べて起債

することが

できる。

年５％以内

（ただし、

利率見直し

方式で借り

入れる資金

について、

利率の見直

しを行った

後において

は、当該見

直し後の利

率）

償還期間は、据置期間

を含め40年以内とする。

償還方法は、元利均等、

元金均等等による。

ただし、財政の都合に

より､据置期間中であっ

ても繰上償還し、償還

年限を変更し、又は借

り換えることができる。

合　　　　計 17,100

第 ２ 表　地 方 債



－ 48 －

甲第17号議案

　　　令和４年度沖縄県駐車場事業特別会計予算

　令和４年度沖縄県駐車場事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ209,337千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 49 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 越 金 157,538　千円

１ 繰 越 金 157,538

２ 諸 収 入 51,799

１ 雑 入 51,799

歳　　　入　　　合　　　計 209,337

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 土 木 費 206,087　千円

１ 道 路 橋 り ょ う 費 206,087

２ 公 債 費 3,250

１ 公 債 費 3,250

歳　　　出　　　合　　　計 209,337



－ 50 －

甲第18号議案

　　　令和４年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業

　　　特別会計予算

　令和４年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計の予算は、次に定

めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ272,755千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　（地方債）

第２条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすことがで

きる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表地方

債」による。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 51 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 越 金 139　千円

１ 繰 越 金 139

２ 県 債 272,616

１ 県 債 272,616

歳　　　入　　　合　　　計 272,755

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 土 木 費 54,500　千円

１ 港 湾 費 54,500

２ 公 債 費 218,255 

１ 公 債 費 218,255

歳　　　出　　　合　　　計 272,755



－ 52 －

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

千円

中 城 湾 港 （ 泡 瀬 地 区 ）

臨 海 部 土 地 造 成 事 業

217,300 （借入方法)

証書借入又

は証券発行

による。

発行価格が

額面金額を

下回るとき

は、その発

行差額をう

めるため必

要な金額を

これに加算

した金額と

することが

できる。

(借入時期)

令和４年度｡

ただし、事

業その他の

都合により､

その一部又

は全部を後

年度に繰り

延べて起債

することが

できる。

年５％以内

（ただし、

利率見直し

方式で借り

入れる資金

について、

利率の見直

しを行った

後において

は、当該見

直し後の利

率）

償還期間は、据置期間

を含め30年以内とする。

償還方法は、元利均等、

元金均等等による。

ただし、財政の都合に

より､据置期間中であっ

ても繰上償還し、償還

年限を変更し、又は借

り換えることができる。

合　　　　計 217,300

第 ２ 表　地 方 債



－ 53 －

甲第19号議案

　　　令和４年度沖縄県公債管理特別会計予算

　令和４年度沖縄県公債管理特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ81,302,550千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　（地方債）

第２条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすことがで

きる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表地方

債」による。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 54 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 入 金 68,102,550　千円

１ 一 般 会 計 繰 入 金 68,102,550

２ 県 債 13,200,000

１ 県 債 13,200,000

歳　　　入　　　合　　　計 81,302,550

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 公 債 費 81,302,550　千円

１ 公 債 費 81,302,550

歳　　　出　　　合　　　計 81,302,550



－ 55 －

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

千円

借 換 債 13,200,000 （借入方法)

証書借入又

は証券発行

による。

発行価格が

額面金額を

下回るとき

は、その発

行差額をう

めるため必

要な金額を

これに加算

した金額と

することが

できる。

(借入時期)

令和４年度

年５％以内

（ただし、

利率見直し

方式で借り

入れる資金

について、

利率の見直

しを行った

後において

は、当該見

直し後の利

率）

償還期間は、据置期間

を含め25年以内とする。

償還方法は、元利均等、

元金均等等による。

ただし、財政の都合に

より､据置期間中であっ

ても繰上償還し、償還

年限を変更し、又は借

り換えることができる。

合　　　　計 13,200,000

第 ２ 表　地 方 債



－ 56 －

甲第20号議案

　　　令和４年度沖縄県国民健康保険事業特別会計予算

　令和４年度沖縄県国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ158,872,637千円と定める。

２ 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕



－ 57 －

第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算

歳　　入

款 項 金　　　　額

１ 分 担 金 及 び 負 担 金 50,976,931　千円

１ 負 担 金 50,976,931

２ 国 庫 支 出 金 64,810,248

１ 国 庫 負 担 金 38,762,004

２ 国 庫 補 助 金 26,048,244

３ 前 期 高 齢 者 交 付 金 30,360,720

１ 前 期 高 齢 者 交 付 金 30,360,720

４ 共 同 事 業 交 付 金 352,735

１ 共 同 事 業 交 付 金 352,735

５ 財 産 収 入 730

１ 財 産 運 用 収 入 730

６ 繰 入 金 12,371,266

１ 繰 入 金 12,371,266

７ 諸 収 入 7

１ 雑 入 7

歳　　　入　　　合　　　計 158,872,637

歳　　出

款 項 金　　　　額

１ 民 生 費 158,773,743　千円

１ 社 会 福 祉 費 158,773,743

２ 保 健 事 業 費 98,894

１ 保 健 事 業 費 98,894

歳　　　出　　　合　　　計 158,872,637



企　　業　　会　　計
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甲第21号議案

　　　令和４年度沖縄県病院事業会計予算

　（総則）

第１条　令和４年度沖縄県病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　病　　　床　　　数 2,149 床　

　⑵　年 間 患 者 延 数 1,345,821 人　

　　　　　　入 　 　 院 598,407 　　

　　　　　　外 　 　 来 747,414 　　

　　　　　　　病　　　院 695,748 　　

　　　　　　　診　療　所 51,666 　　

　⑶　一 日 平 均 患 者 数

　　　　　　入 　 　 院 1,639 人　

　　　　　　外 　 　 来 3,088 　　

　　　　　　　病　　　院 2,875 　　

　　　　　　　診　療　所 213 　　

　⑷　主要な建設改良事業

　　　災害拠点病院施設整備事業 528,000 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　　入

　第１款　病 院 事 業 収 益 65,389,571 千円

　　第１項　医 　 業 　 収 　 益 52,332,022 　　

　　第２項　医　業　外　収　益 12,879,108 　　

　　第３項　特 　 別 　 利 　 益 178,441 　　

　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　出

　第１款　病 院 事 業 費 用 67,434,168 千円

　　第１項　医 　 業 　 費 　 用 66,252,093 　　

　　第２項　医　業　外　費　用 　856,490 　　

　　第３項　特 　 別 　 損 　 失 　315,585 　　

　　第４項　予 　 　 備 　 　 費 10,000 　　
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　（資本的収入及び支出）

第 ４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額2,103,111千円は、損益勘定留保資金で補てんするものとする。）。

　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　　入

　第１款　資　本　的　収　入 4,368,154 千円

　　第１項　企 　 　 業 　 　 債 2,307,500 　　

　　第２項　他 会 計 負 担 金 1,998,685 　　

　　第３項　他 会 計 補 助 金 30,996 　　

　　第４項　国 庫 補 助 金 30,972 　　

　　第５項　寄 　 　 附 　 　 金 1 　　

　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　出

　第１款　資　本　的　支　出 6,471,265 千円

　　第１項　建 設 改 良 費 2,431,786 　　

　　第２項　企 業 債 償 還 金 3,839,474 　　

　　第３項　他会計借入金償還金 200,003 　　

　　第４項　無 形 固 定 資 産 　　1 　　

　　第５項　国庫補助金返還金 1 　　

　（債務負担行為）

第 ５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　　　事　　　項 期　　　間 限　度　額

　精和病院調剤支援システム賃借料 令和５年度 2,990 千円

　精和病院給食管理システム賃借料
令和５年度から

令和７年度まで
6,483 千円

　精和病院臨床検査システム賃借料
令和５年度から

令和７年度まで
2,928 千円

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　１　起債の目的　県立病院及び附属診療所の施設整備、資産購入

　２　限　度　額　2,307,500千円

　３　起債の方法　証書借入又は証券発行

　　　　　　　　　借入時期は、令和４年度中とする。ただし、事業その他の都合により、

　　　　　　　　　起債額の一部又は全部を後年度に繰り延べて借り入れることができる｡

　４　利　　　率　 年５％以内（ただし、利率見直し方式で借り入れる資金について、

　　　　　　　　　利率の見直しを行った後においては、当該見直し後の利率）
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　５　償還の方法　据置期間を含め30年以内に元利均等、元金均等等にて償還する。

　　　　　　　　　 ただし、財政の都合により、据置期間中であっても繰上償還し、償還

年限を変更し、又は借り換えることができる。

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、7,000,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 ８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は､次のとおりと定め

る。

　⑴　収益的支出における医業費用、医業外費用及び特別損失相互間の流用

　⑵ 　資本的支出における建設改良費、企業債償還金、無形固定資産及び国庫補助金返還

金相互間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ９条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

　⑴　職員給与費　 38,064,427 千円

　（他会計からの補助金）

第10条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、1,052,276千円である。

　（たな卸資産購入限度額）

第11条　たな卸資産の購入限度額は、12,982,754千円と定める。

　（重要な資産の取得及び処分）

第12条　重要な資産の取得及び処分は、次のとおりとする。

　　　　　　　　　　　種　　類　　　　　名　　　　　称　　　　　　　　　　数　量

　１　取得する資産　　器械備品　　　Ｘ線コンピュータ断層撮影装置　　　　　　１

　　　　　　　　　　　器械備品　　　循環器用Ｘ線血管造影装置　　　　　　　　１

　　　　　　　　　　　器械備品　　　院内ネットワーク機器　　　　　　　　　　１

　　　　　　　　　　　器械備品　　　核医学診断用装置　　　　　　　　　　　　１

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕
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甲第22号議案

　　　令和４年度沖縄県水道事業会計予算

　（総則）

第１条　令和４年度沖縄県水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給 　 水 　 対 　 象 那覇市ほか26市町村及び１企業団 　　

　⑵　当 年 度 総 給 水 量 152,941 千㎥

　⑶　一 日 平 均 給 水 量 419 千㎥

　⑷　主要な建設改良事業 8,022,284 千円

　　イ　導送取水施設整備事業 5,071,057 　　

　　ロ　水道広域化施設整備事業 2,442,455 　　 

　　ハ　北谷浄水場施設整備事業 508,772 　　

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　　入

　第１款　水 道 事 業 収 益 29,627,160 千円

　　第１項　営 　 業 　 収 　 益 17,262,674 　　

　　第２項　営　業　外　収　益 12,352,611 　　

　　第３項　特 　 別 　 利 　 益 11,875 　　

　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　出

　第１款　水 道 事 業 費 用 30,019,340 千円

　　第１項　営 　 業 　 費 　 用 28,762,998 　　

　　第２項　営　業　外　費　用 1,234,587 　　

　　第３項　特 　 別 　 損 　 失 16,755 　　

　　第４項　予 　 　 備 　 　 費 5,000 　　

　（資本的収入及び支出）

第 ４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額5,462,090千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整

額293,995千円、過年度分損益勘定留保資金4,029,172千円及び減債積立金1,138,923千

円で補てんするものとする。）。
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　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入 8,719,328 千円

　　第１項　企 業 債 1,756,400 　　

　　第２項　国 庫 補 助 金 6,664,755 　　

　　第３項　他 会 計 補 助 金 296,025 　　

　　第４項　固定資産売却代金 229 　　

　　第５項　その他資本的収入 1,919 　　

　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出 14,181,418 千円

　　第１項　建 設 改 良 費 10,291,499 　　

　　第２項　企 業 債 償 還 金 3,889,234 　　

　　第３項　国庫補助金返還金 685 　　

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　　　事　　　 項 期　　　間 限　度　額　

導送取水施設整備事業
令和５年度から

令和６年度まで
1,894,763 千円

北谷浄水場施設整備事業
令和５年度から

令和６年度まで 
2,392,954 千円

名護浄水場施設整備事業 令和５年度 252,066 千円

水道広域化施設整備事業
令和５年度から

令和６年度まで
354,370 千円

久 志 浄 水 場 場 外 系

中央監視設備修繕工事
令和５年度 31,532 千円

石川浄水場１号自家発電

設備修繕工事（その１）
令和５年度 16,489 千円

海 水 淡 水 化 セ ン タ ー

運 転 管 理 業 務 委 託

令和５年度から

令和９年度まで
460,086 千円

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　１　起債の目的　取水、貯水、導水、浄水、送水施設整備事業

　２　限　度　額　1,756,400千円

　３　起債の方法　証書借入又は証券発行
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　４　利　　　率　年５％以内

　５　償還の方法　 償還期間は、据置期間を含め40年以内とする。償還方法は、元利均等、

元金均等等による。ただし、財政の都合により、据置期間中であって

も繰上償還し、償還年限を変更し、又は借り換えることができる。

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、9,000,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 ８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は､次のとおりと定め

る。

　⑴　水道事業費用における営業費用、営業外費用及び特別損失相互間の流用

　⑵　資本的支出における建設改良費、企業債償還金及び国庫補助金返還金相互間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ９条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

　⑴　職員給与費 2,291,331 千円

　⑵　交際費 150 千円

　（他会計からの補助金）

第10条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、354,991千円である。

　（たな卸資産購入限度額）

第11条　たな卸資産の購入限度額は、10,000千円と定める。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕
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甲第23号議案

　　　令和４年度沖縄県工業用水道事業会計予算

　（総則）

第１条　令和４年度沖縄県工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給 水 対 象 106事業所

　⑵　当 年 度 総 給 水 量 9,209 千㎥

　⑶　一 日 平 均 給 水 量 25 千㎥

　⑷　主要な建設改良事業 32,730 千円

　　イ　導 水 施 設 整 備 事 業 32,730 　　

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　　入

　第１款　工業用水道事業収益 672,824 千円

　　第１項　営 業 収 益 364,101 　　

　　第２項　営 業 外 収 益 308,722 　　

　　第３項　特 別 利 益 1 　　

　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　出

　第１款　工業用水道事業費用 689,358 千円

　　第１項　営 業 費 用 672,852 　　

　　第２項　営 業 外 費 用 12,345 　　

　　第３項　特 別 損 失 3,661 　　

　　第４項　予 備 費 500 　　

　（資本的収入及び支出）

第 ４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額60,868千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額

1,041千円、減債積立金34,875千円及び建設改良積立金24,952千円で補てんするものと

する。）。
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　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入 28,144 千円

　　第１項　国 庫 補 助 金 22,092 　　

　　第２項　他 会 計 補 助 金 6,052 　　

　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出 89,012 千円

　　第１項　建 設 改 良 費 48,073 　　

　　第２項　企 業 債 償 還 金 40,927 　　

　　第３項　国庫補助金返還金 12 　　

　（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は、200,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 ６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は､次のとおりと定め

る。

　⑴　工業用水道事業費用における営業費用、営業外費用及び特別損失相互間の流用

　⑵　資本的支出における建設改良費、企業債償還金及び国庫補助金返還金相互間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ７条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

　⑴　職員給与費 35,369 千円

　（他会計からの補助金）

第８条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、32,762千円である。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕
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甲第24号議案

　　　令和４年度沖縄県流域下水道事業会計予算

　（総則）

第１条　令和４年度沖縄県流域下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　流 域 関 連 市 町 村　　　　那覇市、宜野湾市、浦添市、沖縄市、豊見城市、

　　　　　　　　　　　　　　　　うるま市、南城市、読谷村、嘉手納町、北谷町、

　　　　　　　　　　　　　　　　北中城村、中城村、西原町、与那原町、南風原町

　⑵　年 間 総 処 理 水 量 108,810 千㎥

　⑶　一日平均処理水量  298 千㎥

　⑷　主要な建設改良事業 6,114,897 千円

　　イ　中 部 流 域 下 水 道 事 業 5,662,695 　　

　　ロ　中城湾流域下水道事業 355,003 　　 

　　ハ　中城湾南部流域下水道事業 97,199 　　 

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　　入

　第１款　流 域 下 水 道 事 業 収 益 11,769,868 千円

　　第１項　営 業 収 益 5,603,156 　　

　　第２項　営 業 外 収 益 6,166,712 　　

　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　出

　第１款　流 域 下 水 道 事 業 費 用 12,190,606 千円

　　第１項　営 業 費 用 11,849,100 　　

　　第２項　営 業 外 費 用 338,505 　　

　　第３項　特 別 損 失 1 　　

　　第４項　予 備 費 3,000 　　

　（資本的収入及び支出）

第 ４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額1,233,396千円は、過年度消費税資本的収支調整額27,931千円、

過年度分損益勘定留保資金906,865千円及び減債積立金298,600千円で補てんするものと

する。）。



－ 68 －

　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入 6,097,255 千円

　　第１項　企 業 債 1,869,100 　　 

　　第２項　国 庫 補 助 金 3,490,779 　　

　　第３項　他 会 計 補 助 金 3,442 　　 

　　第４項　建 設 負 担 金 733,934 　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出 7,330,651 千円

　　第１項　建 設 改 良 費 6,123,924 　　 

　　第２項　企 業 債 償 還 金 1,149,893 　　 

　　第３項　他会計長期借入金償還金  56,834 　　

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　　項 期　　　間 限　度　額

中部流域下水道建設費 令和５年度 1,327,600 千円

中城湾流域下水道建設費 令和５年度 45,000 千円

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　１　起債の目的　管渠、ポンプ場及び処理場の建設改良事業

　２　限　度　額　1,869,100千円

　３　起債の方法  証書借入又は証券発行

　４　利　　　率  年５％以内

　５　償還の方法　 償還期間は、据置期間を含め40年以内とする。償還方法は、元利均等、

元金均等等による。ただし、財政の都合により、据置期間中であって

も繰上償還し、償還年限を変更し、又は借り換えることができる。

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、2,000,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 ８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は､次のとおりと定め

る。

　⑴　営業費用、営業外費用及び特別損失相互間の流用

　⑵ 　資本的支出における建設改良費、企業債償還金、国庫補助金返還金、建設負担金返

還金及び他会計長期借入金償還金相互間の流用
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ９条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

　⑴　職員給与費 564,546 千円

　（他会計からの補助金）

第10条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、959,577千円である。

　　令和４年２月15日提出

沖縄県知事　　玉　城　康　裕
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